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1.　はじめに

「道の駅」は，道路利用者の休憩場所，地域振
興の拠点であると同時に，令和 6年能登半島地震
においても災害対応や被災者支援の拠点として重
要な役割を果たすなど，近年はその防災機能が注
目されている。こうしたことを踏まえ，令和 6年
7月には有識者により防災機能強化についても提
言がなされており，令和 7年度には道路法等の一
部改正や「防災道の駅」の追加選定，社会資本整
備総合交付金の重点配分対象事業の見直し等を行
っている。
本稿では，「道の駅」の防災機能強化に係る近
年の取組や，新たな制度の概要等を紹介する。

2.　「道の駅」の防災機能

「道の駅」が防災にも役立つ存在であるという認
識が広がったきっかけは，平成 16 年の新潟県中
越地震といわれている。発災後，被災地域のさま
ざまな「道の駅」が避難場所となったり，来場者
へ道路情報や被災情報を発信するなどの活用が見
られた。また，平成 23年の東日本大震災において
は，道の駅「遠野風の丘」（岩手県遠野市）が三

陸沿岸部への救援活動の拠点となるなど，広域的な
防災拠点としての役割を果たした事例が見られた。
こうした事例等を踏まえ，国や自治体が中心と
なり「道の駅」の防災機能強化に取り組んできた
が，その象徴的なものは，令和 3年度から始まっ
た「防災道の駅」制度と「防災拠点自動車駐車場」
制度である。
「防災道の駅」は，大規模災害時等の広域的な
防災拠点となる「道の駅」として，都道府県の地
域防災計画等に位置付けられたものの中から，
2,500 m2 以上の駐車場を有すること，建物の耐震
化，無停電化，通信や水の確保などにより災害時
も業務継続可能な体制が整っていることなどを要
件に，都道府県の意見を聞いた上で国が選定する
ものである。
「防災拠点自動車駐車場」は，広域的な防災拠
点となる「道の駅」や高速道路のサービスエリア・
パーキングエリアの自動車駐車場を対象に国が指
定するものであり，防災拠点自動車駐車場に指定
されると，道路管理者において①災害時に防災拠
点以外の利用を禁止・制限すること，②隣接する
地域振興施設等の所有者と協定（災害応急対策施
設管理協定）を締結し災害時に一体的に管理する
ことなどが可能となる。
能登半島地震においても，多くの「道の駅」が
医療や入浴，宿泊などさまざまなニーズに対応し
たが，「防災道の駅」に選定されていた道の駅「の
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と里山空港」（石川県輪島市）では，周辺地域が
断水や停電などの被害を受けている中，発電機や
貯水槽を備えていたことにより支援物資の集配や
道路啓開の拠点として活用されるなど，広域防災
拠点としての役割を果たした（写真－ 1）。

また，道の駅「千枚田ポケットパーク」（石川
県輪島市）では，被災した国道 249 号の復旧作業
のため，防災拠点自動車駐車場を活用すべく，道
路管理者である石川県が全国で初めて一般利用の
制限を実施した（写真－ 2）。

また，県境をまたぐ広域的な支援が見られたこ
とも特徴であった。防災道の駅「あらい」（新潟
県妙高市）では，他の「道の駅」に協力を呼びか
けて，各駅の備蓄品をいったん「あらい」に集積
し，被災地の道の駅「のと里山空港」に輸送する
支援活動が見られた。また，防災道の駅「うきは」
（福岡県うきは市）からは，停電や断水時でも使
用可能な防災用コンテナ型トイレを被災地の道の

駅「あなみず」（石川県穴水町）へ派遣するなど，
「防災道の駅」が県境をまたぐ広域的な支援を実
施し，災害時に有効に活用されることが確認され
た（図－ 1）。

こうした「道の駅」の防災上の重要性から，「道
の駅」に関する有識者委員会（「道の駅」第 3ス
テージ推進委員会）より令和 6年 7月に提言され
た「『道の駅』第 3ステージ 中間レビューと今後
の方向性」（以下，「中間レビュー」という）にお
いて，防災拠点機能を強化するために災害時に国
の意志が反映できる体制強化が必要とされた。
具体的には，①戦略的な「防災道の駅」の配置
と追加選定，②災害時に国が迅速に「道の駅」を
活用し支援を行う仕組みの構築などを進めるべき
とされた。これらを踏まえ，令和 7年に道路法等
の一部改正や「防災道の駅」の追加選定を行った。

3.　道路法等の一部改正

令和 7年 4月に成立・公布された道路法等の一
部を改正する法律では，道路網の整備に関する基
本理念を創設するなど大きな改正がされたが，
「道の駅」に関しては，防災上の観点から大きく
2つのテーマで改正がされた。
1つ目のテーマは，「『道の駅』に関する 2つの
代行制度の措置」である。
代行制度の 1つ目として，災害時に自治体が管
理する「道の駅」を道路復旧等の拠点として国が

写真－ 1　  防災道の駅「のと里山空港」に集結する 
災害対応車両

写真－ 2　  道の駅「千枚田ポケットパーク」における
防災拠点自動車駐車場（一般利用制限区域）
の活用

図－ 1　  防災道の駅「あらい」から「のと里山空港」
への物資輸送
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活用する際に，道路占用許可や利用制限といった
手続きの代行を可能とするものである。災害時，
被災自治体は本来の業務のみならずさまざまな業
務に従事する必要があり，平時であれば大きな負
担ではない手続きであっても，災害対応の最中で
は十分な時間が割けないことが想定される。そこ
で，こうした道路管理上の手続きを国が実施でき
るようにすることで，災害時における被災自治体
の負担を軽減しようとするものである。
代行制度の 2つ目として，災害時の対応を見据
え，防災拠点となる自治体管理の「道の駅」の改
築等を国が代行できるようにするものである。能
登半島地震で得られた知見として，特に半島部な
ど地形的制約のある地域は周辺からの支援に時間
を要するリスクが高く，地域内に防災拠点を備え
ておくことが望ましい。一方で，防災拠点を確保
する必要性が高い地域であっても，自治体におい
て迅速に防災拠点を整備したり，災害時の体制を
確保することが難しい場合もある。そうした地域
において，自治体管理の「道の駅」を防災拠点と
して位置付けた場合に，その駐車場の拡張など，
必要な取組を国が代行することなどを通じ，国に
よる災害対応の充実を図るものである。
改正法の 2つ目のテーマは，「高付加価値コン
テナの設置促進」である。
能登半島地震では，トイレ，ランドリー，風
呂・シャワーなどさまざまな機能を有する可動式
コンテナ等がライフラインの寸断された被災地域
に派遣され，被災者支援に有効に活用された。
「道の駅」においても，九州より防災用コンテナ
型トイレが派遣されたことは前述のとおりである
（写真－ 3）。
このように，運用場所を柔軟に変更できる可動

性を備え，平時・災害時を問わず有効活用できる
「高付加価値コンテナ」を各地に備えておくことは，
我が国のレジリエンスの強化に寄与するものであ
り，「道の駅」においてもその設置が進むよう，
今般の法改正により「道の駅」の駐車場などへの
占用許可基準を緩和し，併せて，設置工事等に係
る費用の一部に対する無利子貸付制度を創設した。

4.　「防災道の駅」の追加選定

前述のとおり，能登半島地震では「防災道の駅」
が大きな役割を果たした一方で，近年激甚化・頻
発化する自然災害への備えとして，広域的な防災
拠点である「防災道の駅」をさらに増やす必要が
あるのではないかとの提言が「中間レビュー」で
された。とりわけ，能登半島地震において県境を
またぐ広域的な支援が多く見られたことが特筆さ
れ，こうした広域性を「防災道の駅」としても一
層強化していくことが重要とされた。
そこで，IC 近傍など広域的な役割が特に期待
される「道の駅」に関する選定要件を緩和した上
で，令和 6 年 9 月より都道府県との調整を開始
し，約半年の検討期間を経て，令和 7 年 5 月に
40 カ所を追加選定した。これにより，「防災道の
駅」は全国に 79 カ所となった（図－ 2）。
また，能登半島地震では，前述の防災道の駅

「あらい」の物資輸送のほか，全国「道の駅」女
性駅長会により，被災地の「道の駅」で扱ってい
る特産品を全国各地の「道の駅」で販売するとい
う経営面での支援など，駅長らを中心とした「道
の駅」同士の連携や助け合いが見られたことも重
要な教訓である。
こうした事例を参照しながら，災害時の現場レ
ベルでの支援活動を円滑にするため，平時より
「防災道の駅」間の連携体制を確保する「『防災道
の駅』ネットワーク」の構築も進めている。これ

写真－ 3　  道の駅「あなみず」へ派遣された防災用
コンテナ型トイレの設置の様子
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らを通じ，「防災道の駅」の広域防災拠点として
の活用に関する実効性も高めていく所存である

（図－ 3）。

100km

図－ 2　「防災道の駅」の指定状況

図－ 3　「防災道の駅」ネットワークのイメージ
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5.　‌�「防災道の駅」以外の「道の駅」‌
の防災機能強化

ここまで「道の駅」の災害時の活躍を取り上げ
たが，能登半島地震において多数の「道の駅」が
大きな被害を受けたこともまた教訓・課題である。
「防災道の駅」の指定の有無にかかわらず，「道
の駅」が安全・安心の拠点としての役割を果たす
ためには，耐震化，無停電化等の基本的な防災機
能を確保する必要があることから，令和 7年度予
算より，防災上の位置付けを有する「道の駅」の
防災機能強化について，社会資本整備総合交付金
の重点配分対象として新たに位置付けを行った。

6.　おわりに

現在，「道の駅」施策としては，「地方創生・観
光を加速する拠点」を目指す「『道の駅』第 3ス
テージ」の取組を進めており，この実現に向けて
は「『道の駅』単体からまちぐるみの戦略的な取組」
が重要である。
「道の駅」の効果として注目されがちな地方創
生・観光のみならず，防災も同様，「道の駅」単

体で捉えるのではなく地域全体の防災の課題を把
握した上で，その解決に寄与する「道の駅」とな
るよう地域一丸となって，まちぐるみで取り組ま
れることを願っている。そして，それにより地域
全体のレジリエンスが一層高まることに期待した
い（図－ 4）。

また，今後，広域ブロック単位や都道府県単位
の道路啓開計画の策定が進んでいく。これらの計
画においても，「道の駅」が進出拠点，救助活動
拠点等に指定されることが想定され，防災上の重
要性がさらに増していくと考えられる（図－ 5）。
国土交通省としては，「道の駅」の防災機能を
高める取組が全国各地で進んでいくよう，引き続
き，日々現場で奮闘されている関係者へのサポー
トを続けてまいりたい。

図－ 4　「道の駅」第 3ステージの概念図

図－ 5　中部版「くしの歯作戦」
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